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改革改善
の考え方

①問題
点

施設全体の無事故運営及び放流水質の基準以下維持。埋立量の減容による延命化。維持管理費の経年増

②改革
提案

埋立状況に合わせて事業目的指標の累積容量を残容量及び供用可能残年数とし、水質管理目標値を現状を踏まえ
た管理値にする。施設等の維持管理中長期計画の策定及びコスト削減。旧処分場の廃止及び跡地利用計画策定

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

・実績埋立累計総容積量　28,951立方ﾒｰﾄﾙ　/　計画埋立累計総容積量　39,232立法ﾒｰﾄﾙ　≒74%　計画より約26％埋立量
が抑制できていることにより、延命化の目標はｸﾘｱｰしている。運営管理においても、事故無く、排出水水質も基準をｸﾘｱｰして
いる。地元との連絡協議会おいて問題解決を図り、円満良好な関係を維持できている。機器の修繕費用が経年により増加し
ている。

総事業費①+② 72,853 69,488 72,558 67,105

1,800 1,800

臨時職員所要時間

一般財源 50,014 54,803 51,238 52,538

人件費計（千円）② 6,437 6,437

正規職員所要時間

起債

その他 16,402 14,685 14,883 14,567

県支出金

事業費計（千円）① 66,416 69,488 66,121 67,105 特定財源　：
〔26特定財源〕
（そ）最終処分場搬入ごみ処理手数料(2,699)ほ
か雑入（520)＝ (3,219千円）
 ごみ処理手数料（証紙収入）から　(11,664千
円)
〔27特定財源〕
（そ）最終処分場搬入ごみ処理手数料(2,456)ほ
か雑入(468)＝ (2,924千円）
 ごみ処理手数料（証紙収入）から　(11,643千
円)

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

最終処分場の運営、整備、維持及び埋立量管理
１　埋立ごみの減量化を図る
２　埋立ごみに含まれる資源物の分別を行う
３　最終処分場の浸出水処理施設の適正な委託管理
４　埋立量及び水質検査結果のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの情報公開
５　周辺環境整備
旧最終処分場の維持管理
１　浸出水処理施設の適正な委託管理
２　場内及び周辺の環境整備

１　埋立量
２　資源化量
３　放流・地下水の検査回数
４　公開回数
５　実施回数

１　放流・地下水の検査回数
２　箇所数

１　容量   3,223立方㍍
２　重量　　68ｔ
３　回数  12回(毎月1
回)
４　回数　12回（月更
新）
５　回数　　　4回

１　回数  12回(毎月1
回)
２　箇所　2箇所（ｲﾀﾁｶﾞ
沢・毛呂窪）

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

飯田市最終処分場において、廃棄物の円滑な受入と適正な処理を行い、環境に配慮した河川放流を行うため浸出水処理施設の適正
な管理を行う

成果
指標

水質検査放流水ＢＯＤ値（1回/月検査し、最大値を排出
基準60ｍｇ/L以下とする）

60 1.3 60 60

成果
指標

埋立総容量　（総埋立廃棄物量＋総覆土量）ｍ3(累計） 39232 28951 45314 51377

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

最終処分場計画流入水質（設計基
準BOD値250ｍｇ/L）

250向上させたい上位施
策の成果指標

成果指標：①ごみの収集量（家庭系一般廃棄物）（ｔ）

年間埋立廃棄物量　ｔ（単年度） 3050

意図（どういう状態
にするか）

最終処分場の適正な管理を行う
目
的

対象（誰・何を）
・市内で発生する家庭系一般廃棄物
（不燃性埋立ごみ、し尿等汚泥焼却灰、焼却残渣）

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 56 廃棄物の減量と適正処理
基本計画上
の位置づけ

政策 5 人の営みと自然・環境が調和したまちづくり

H27担当課等名 環境課 H27係等名 処分場施設係 H26係等名 処分場施設係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 20 終了 40
事務事業名 一般廃棄物最終処分場管理事業

会計 一般会計
19 34

事業種別 経常

5 施策№ 56 事業№


